
 

 

評価書（個票） 

事務・事業名 第二種作業環境測定士となる
ために必要な知識及び技能の
付与に係る科目 

担当課 
  （担当課長） 

労働基準局 
安全衛生部化学物質対策
課 
（奥村 伸人） 

根拠法令等 作業環境測定法施行規則（昭和５０年労働省令
第２０号）第５条の２ 

類 型 講習研修 
 

指定等
の形態 

登録 

事務・事業の 

概要 

○事務・事業創設時の趣旨 

 事業場における作業環境測定士を積極的に養成することにより作業環境管理の
一層の推進を図ることが必要なことから、大学等において作業環境測定士の養成
を図るもの。 
 

○事務・事業の内容 
厚生労働大臣の登録を受けた大学等において、作業環境測定に必要な知識及び

技能を付与する科目を修めて卒業した者等に、第二種作業環境測定士となる資格
を与えるもの。 

 

事務・事業の 
目的 

作業環境管理の一層の推進を図るため、大学等において必要な知識及び技能を
付与し、作業環境測定士の養成を行うもの。 

 関連する 
政策目標 

－ 
 

 関連する 
業績指標 

－ 
 

 指標の 
目標値等 

－ 
 

法人の指定等 

の状況 

別紙のとおり。 

指定・登録等の
基準に対する 
よくあるお問い

合わせと回答 

特になし。 

料金等・積算根
拠 

別紙のとおり。 
 

事務・事業の実
績 

○実績（平成 27年度） 
 （産業医科大学）産業保健学部環境マネジメント学科 … 定員 20 名 
 （北里大学）医療衛生学部健康科学科 … 定員 40 名 
○事業収入（平成 27 年度） 

当該大学の所定の学部及び学科に在籍する学生が該当科目を履修するものであ
ることから、本事業による事業収入を明確に算定することは困難である。 

国からの補助金
等 

なし 
 



 

 

 

事務・事業の見
直し状況（これ

までの検証） 

「国からの指定等に基づき特定の事務・事業を実施する法人に係る規制の新設
審査及び国の関与等の透明化・合理化のための基準」（平成１８年８月１５日閣議

決定）に基づき、以下の見直しを行った。 
・登録を受けた法人に係る事項等をインターネットで公開した。 
・労働安全衛生規則等の一部を改正する省令（H21.3.30 厚生労働省令第 55号）
により、登録機関において実施することとした上で、登録基準の基本的事項、

主務大臣に対する報告に係る規定等を定めた。（平成 21 年 3月） 

事務・事業の必
要性等・有効性 

・事業の必要性 
作業環境測定士（第一種、第二種）の年間の新規登録者 700名程度のうち、本

制度に基づいて作業環境測定士としての登録を受けている者は一定の割合を占め

ていると考えられることから、作業環境測定士の養成及び事業場の作業環境管理
の推進に一定の役割を果たしており、今後も存続させる必要がある。 
・事業の妥当性 
当該制度は、厚生労働大臣の登録を受けた大学等において、作業環境測定に必

要な知識及び技能を付与する科目を修めて卒業した者等に、第二種作業環境測定
士となる資格を与えるものである。当該制度に関係する科目は専門科目として当
該大学等で開講されている他の科目と同様に開講されているものであり、授業料
についても他の同様の学科と同額であることから、対価設定としても妥当である。 

・事業の有効性 
当該制度の対象となる者は年間 60 名程度であるが、新たに登録される作業環境

測定士が年間 700 名程度であることを考慮すると、当該制度により養成される作
業環境測定士についても一定の割合を占めていると考えられ、事業場における適

正な作業環境を確保し、労働者の健康の保持に寄与している。 
事務・事業の執

行体制の妥当性 

○指定等を行う妥当性 

 当該大学等において作業環境測定士になるために必要な知識及び技能を付与す
るための科目については、作業環境測定に関する知識経験を有する者により行わ
れること等が必要であることから、当該科目を開設しようとする大学等からの申
請に基づき、作業環境測定法施行規則に定められている登録基準に照らして審査

し、要件に適合している者を厚生労働大臣が登録することにより行われている。 
 
○事務・事業実施主体の適格性 
当該大学等の登録は、該当科目を開設しようとする大学等の申請により行うも

のであり、その登録基準については省令において示されている。また、当該登録
大学等においては、毎事業年度、該当科目の実施に関する計画及び実施結果を厚
生労働大臣に届け出る必要があるほか、必要な場合は改善命令等を行うことによ
りその適正な実施を担保している。 

 
○実施主体としての指定等法人の適格性 
当該登録大学等における財務諸表等についてはホームページに公開されてお

り、該当科目の実施の計画及び結果についても事業の実施について特段の問題は

認められない。 
 

評価結果の総括 

（現状分析（事
務・事業の評価）
と今後の方向
性） 

事業場において適正な作業環境を確保し、職場における労働者の健康を保持す

る上で、作業環境測定を行う作業環境測定士を養成する必要があるが、当該制度
を活用して作業環境測定士としての登録を受けている者が一定の割合を占めて
いると考えられることから、今後も当該制度を維持していく必要がある。 

備考  



 

 

 

別紙 

 

合計２法人 

 ・学校法人（２法人） 

 

法人名 指定等の時期 連絡先（ＴＥＬ） 料金等・積算根拠 

学校法人（２法人） 

学校法人 産業医科

大学 

平成 22 年 4 月 1

日 

093－603－1611 当該科目の料金は授業料に含まれて

いる。 

（参考）産業保健学部授業料：

765,000 円（1～4 年次） 

学校法人 北里研究

所 

平成 22 年 4 月 1

日 

042－778－9760 当該科目の料金は授業料に含まれて

いる。 

（参考）医療衛生学部授業料：初年

度 950,000 円、2～4 年次 1,200,000

円 

 


